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　　The　authers　perfomed　a　statistical　study　on　the　annual　changes　of　the　autopsied　cases　of
choriocarcinoma　in　our　country　for　the　last　twenty　one　years．
　　1．　Ratio　per　annum　of　the　autopsied　cases　of　total　choriocarcinoma　to　the　total　autopsied
cases　showed　downward　year　by　year．
　　2．　The　lowering　tendency　of　the　ratio　was　chiefly　due　to　the　decrease　of　the　case　of　femal
gestational　choriocarcinoma．
　　3．　ln　the　non－gestational　choriocarcinoma　there　was　no　distinct　difference　of　ratio　between
male　and　femal，　and　no　evident　change　of　ratio　from　first　to　second　period．
　　4．　Non－gestational　choriocarcinoma　was　mainly　composed　of　the　teratomatous　choriocar－
clnoma．
　　5．　lt　was　suggested　that　for　the　future　the　gestational　choriocarcinoma　of　advanced　age　and
the　teratomatous　choriocarcinoma　of　younger　age　group　had　to　attach　importance．
1．序
　繊毛癌は古くから女性の悪性腫瘍のうちでも増殖
性が強く容易に血行性に内臓転移を来たす，悪性度
の高い腫瘍として知られており，さらに本腫瘍は欧
米には少なく，アジア諸国に多いことでも注目され
て来た1・2）．我が国においては昭和30年代の初頭か
ら産婦人科を中心とする「絨毛性腫瘍に関する全国
的な総合的研究」等によって絨毛癌の診断治療は飛
躍的に向上し，その予後は近年著しく改善された3）
とされている．しかし今日なお妊娠との関連をも含
めて3）種々な面で絨毛癌には多くの問題が残されて
いるように思われる．我々は今回絨毛癌剖検例に関
する全国的規模の統計的観察を行い，絨毛癌死亡に
おける実態を検討し，その近年の趨勢を回顧的に把
握しようと考えた．
II．材料と方法
　剖検に関する統計的観察の材料として昭和40年
度から昭和61年度までの日本病理剖検輯報巻末の
集計表を用いた．この期間の絨毛癌症例の集計方法
は表1のように一様ではないので検索はこれらを
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表1絨毛癌に関する日本病理剖検輯報集計表の
　　変遷
表2　絨毛癌頻度の年次推移
集計分類 A B C D
集計表
@題目
病理所見によ
骼蝸v疾病別
悪性腫霧：
ｴ発部位別　，醒
悪性腫瘍：
g織物別
悪性腫瘍：
ｴ発部位と
g織型
項　目
ｫ・年齢
　絨毛腫：
ｫ別・年齢階級別
　胎盤等
ｫ別・年齢階級別
　絨毛癌
ｫ別・年齢階級別
　絨毛癌
ｫ別（一），年齢（一）
S40
@　　9年
~48
年　度 S49 S49
　　　13年
r61
S56
P　6年S61
　　　13年
r61
種々組み合せて行った．なお昭和40年から昭和47
年までの全剖検の内訳には死産の記載がなく，全剖
検数に死産は含まれていないものと考えられたの
で，同一条件での対比上昭和48年以降の症例につ
いては全剖検数から死産数を減じたものを全剖検と
した．従って昭和59年の絨毛癌に死産，男性1が
あるが，原発部位に関する検討以外では観察数値か
ら除外した．また，性，年齢についての観察では昭
和57年の集計に不明の箇所があったのでこの年度
を除外した．
年　度 絨毛癌数 全剖検数 頻　度（％）
昭和40 51 16876 0，302
41 59 17830 0，331
42 70 20902 0，335
43 65 25224 0，258
44 57 23904 0，238
45 66 22003 0，300
46 26 21725 0，120
47 48 22717 0，211
48 48 22963 0，209
49 35 22501 0，156
50 44 22274 0，198
51 30 23572 0，127
52 27 25277 0，107
53 43 29222 0，149
54 39 32108 0，121
55 44 35300 0，125
56 38 38129 0，100
57 43 38004 0，113
58 34 38867 0，087
59 23 38943 0，059
60 28 39333 0，071
61 31 39100 0，079
合　計 949 616774 0，154
（％）
III．結 果
　1．絨毛癌剖検例の年次的推移（集計A，D），
（表2，図1）
　昭和40年から昭和61年までの21年間の絨毛癌
は総数949例で年間の最高は70例，最低は23例で
あり，年次的には増減を繰り返しつつ減少の傾向を
示していた．その十全剖検頻度は0．154％で，年度
毎の頻度は最高0．335％，最低0．059％であって，
年次の推移に従って変動を示しつつ明らかに下降を
示していた．
　2。絨毛癌剖検例の症例数，対全剖検頻度の推移
（集計A，C）
　検索期間の前半に属する昭和40年から昭和48年
までの前期群（1群）と後半に属する昭和56年か
ら昭和61年までの後期群（II群）について性別に
よって観察，比較した．
　a．症例の平均年間数
　①女性では1期は46．4，II期は17．0で著しく減
少していた．⑥男性では1期は8．0，II期は13．8
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　図1絨毛癌対全剖検頻度，年次推移（昭和40
　　　年～61年）
で増加がみられた．⑪性比は1期0．17，II期0．81
で著しく上昇していた．
　b．対全剖検頻度
　①女性は1群でO．536％，II群で0．115％で明ら
かな低下がみられた（P＜0．01）．⑪男性では1群
0．059％，II群0．058％で差異はなかった．⑪頻度
性比は1群0．11，II群0．05で，平均年間数におけ
る程ではないが著しい上昇を示していた．
　3．絨毛癌剖検例の年齢階級別の観察（集計A，
C，　D）
　1・II群の男女をそれぞれ5歳毎の年齢階級に分
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け，百分頃分布と対全剖検例頻度について検索し
た．
　a．性別・年齢階級別百分率分布（表3，4図2）
　①女性の，妊娠性であることの確かな原発部位胎
盤等の絨毛癌症例（昭和49年～昭和61年；100
例）は5～75歳に分布し，殊に25～54歳では各年
齢階級はすべて10％以上を示し，症例はこの間に
集中していた．⑪女性全絨毛癌の百分率分布は1群
では原発部位胎盤等に比して30～34歳のピークは
高く，45～49歳のピークはやや低く，全体として
わずかに若年側に偏っているが，原発部位胎盤等と
基本的にはよく似たパターンを示していた．II群で
は1群に比して30～34歳のピークは下降，45～49
歳のピークは上昇し，また高年側へ向って分布域も
拡大し，原発部位胎盤等のパターンから異なって行
く傾向がみられた．⑪男性の全絨毛癌の百分率分布
は1群では症例は10～49歳に集中し，分布のピー
クは25～29歳と65～69歳にみられて二峰性である
が25～29歳が明らかに高かった．II群では分布率
は5歳以降漸次上昇し，15～44歳で他の年齢域よ
りやや高く，以後次第に下降して80～84歳に及ん
でいた．分布は30～39歳が最も高いが分布パター
ンは高原状に近く，ピークの形成は明らかではなか
った．1・II群共に45歳以降で分布率は加齢と共に
下降の傾向がみられた．⑰女性は男性に比して分布
域がいくらか狭く，高分布年齢域における分布率が
高かった．
　b，性別・年齢階級別十全剖検頻度（表3，4．図
3）
　①女性は1群では10～59歳で各年齢階級0．1％
以上であり，60歳以降では最高0．043％と急速な
低下を示していた．25～35歳が3％以上で特に高
く，ピークは30～34歳で3．820％であった．II群
では10～54歳で0．1％以上であり，55歳以降では
最高0．075％に低下していた．20～29歳が1％以
上で，ピークは1．070％であった．1・II群を比較
するとII群では15～55歳の高頻度年齢域で最高約
75％の著しい低下がみられ，またピークは低下と
共に2年年齢階級若年側へ移動していた．高年域で
の頻度に関しては明らかな差異はなかった．　①男
性は1群では10～44歳で各年齢階級0．1％以上で
あり，45歳以降では最高0．030％に低下していた．
表3絨毛癌性別・年齢階級別百分率分布，対全剖検頻度．1群（昭和40年～48年）
男 性 女 性
年齢階級
症例数 百分率分布 全剖検数 頻度（％） 症例数 百分率分布 全剖検数 頻度（％）
0～4 2 2．78 23646 0，008 1 0．24 17758 0，006
5～9 0 0 1547 0 1 0．24 1130 0，088
10～14 3 4．17 1301 0，231 1 0．24 933 0，107
15～19 7 9．72 2162 0，324 7 1．67 1436 0，487
20～24 9 12．50 2673 0，337 21 5．02 2049 1，025
25～29 13 18．06 2921 0，445 81 19．38 2312 3，503
30～34 12 16．67 3417 0，351 107 25．60 2801 3，820
35～39 9 12．50 4811 0，187 53 12．68 3365 1，575
40～44 9 1250 5833 0，154 42 10．05 4307 0，975
45～49 2 2．78 6720 0，030 54 12．92 5152 1，048
50～54 0 0 8655 0 35 8．37 5959 0，587
55～59 0 0 11166 0 8 1．91 6751 0，119
60～64 1 1．39 13597 0，007 2 0．48 7427 0，027
65～69 3 4．17 13413 0，022 3 0．72 6958 0，043
70～74 2 2．78 10502 0，019 1 0．24 6006 0，017
75～79 0 0 5898 0 0 0 3993 0
80～84 0 0 2423 0 0 0 2229 0
85～89 0 0 778 0 0 0 868 0
90～94 0 0 189 0 0 0 261 0
95～ 0 0 43 0 0 0 61 0
年齢不明 0 0 191 0 0 0 135 0
合　計 72 100．00 121886 0，059 418 100．00 77646 0，538
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表4　絨毛癌性別・年齢階級別百分率分布，対全剖検頻度．II群（昭和56年～61年）
男 性 女 性
年齢階級
症例数 百分率分布 全剖検数 頻度（％） 症例数 百分率分布 全剖検数 頻度（％）
0～4 0 0 7368 0 0 0 5832 0
5～9 1 1．45 715 0，140 0 0 509 0
10～14 2 2．90 696 0，287 2 2．35 460 0，435
15～19 6 8．70 953 0，623 1 1．18 539 0，186
20～24 6 8．70 834 0，719 6 7．06 561 1，070
25～29 5 7．25 996 0，502 8 9．41 738 1，022
30～34 7 10．14 1603 0，437 12 14．11 1292 0，929
35～39 7 10．14 2636 0，266 7 8．24 2006 0，349
40～44 6 8．70 3868 0，155 10 11．76 2753 0，363
45～49 6 8．70 6293 0，095 13 15．29 3722 0，349
50～54 3 4．35 10573 0，028 10 11．76 5281 0，189
55～59 5 7．25 13278 0，038 4 4．71 6744 0，059
60～64 2 2．90 13270 0，015 6 7．06 7999 0，075
65～69 3 4．35 15038 0，020 1 1．18 8886 0，011
70～74 4 5．80 16765 0，024 4 4．71 10042 0，040
75～79 2 2．90 13503 0，015 1 1．18 8188 0，012
80～84 1 1．45 7562 0，013 0 0 5298 0
85～89 1 1．45 2711 0，037 0 0 2311 0
90～94 0 0 576 0 0 0 634 0
95～ 0 0 99 0 0 0 125 0
年半不明 0 0 164 0 0 0 93 0
合　計 69 100．00 1198350，058 85 100．00 74015 0，115
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図2－2　絨毛癌一女性，年齢階級別百分率分布
頻度のピークは25～29歳O．445％であった．II群
では5～49歳で頻度は大略0．1％以上であり，50
歳以降で最高0．038％に低下していた．頻度のピー
クは20～24歳で0．719％であった．1・II群を比較
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図2－3　絨毛癌一男性，年齢階級別百分率分布
するとII群では個々の年齢階級の頻度は大部分が1
群より高く，ピークは上昇して1年齢階級若年側へ
移動していた．高年域での頻度に関しては1・II群
の問に明らかな差はなかった．⑪男女の頻度を比較
すると女性は1群では20～64歳で男性よりはるか
に高いが，II群ではその差は著しく減少していた．
2 歳未満の若年域の頻度は女性では1・II群の間に
明らかな差はなかったが男性ではII群で上昇してい
た．
　4．原発部位（集計D），（表5）
　昭和49年から昭和61年までの13年間の絨毛癌
症例の原発部位について観察した．
　①妊娠性絨毛癌と推定される原発部位胎盤等，子
（4）
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図3－2　絨毛癌一男性，年齢階級別対全剖検頻度
宮，他女性性器及び腹膜の症例数の合計は208例
で，その全絨毛癌における割合は45，22％であっ
た．　⑪その他の原発部位では睾丸10．65％が最も
高く，次いで卵巣，以下呼吸器，消化管，中枢神経
系，縦隔・胸腺，後腹膜・仙尾部の順であった．⑪
睾丸，卵巣，正中線臓器・組織（縦隔・胸腺，中枢
神経系・松果体，後腹膜・仙尾骨，膀胱）等を原発
部位とするものを奇形腫性絨毛癌とみなすと，その
合計は150例で，割合は33．61％であった．⑰症例
を年次的に4年，4年，5年の3期に分けて比較し
その推移をみると，盛期の平均年間症例数は最初の
4年間と最後の5年間とでは，明らかに妊娠性絨毛
癌は減少，奇形腫性絨毛癌は増加を示していた．さ
らに全絨毛癌における割合では妊娠性絨毛癌は
61．77％，43．90％，32，50％と低下を，奇形腫性絨
毛癌は20，59％，32．93％，42，50％と上昇を示し，
年次的推移における傾向は一層明瞭であった．
　5．妊娠性以外の絨毛癌の頻度（集計B，C，　D）
　昭和49年度から昭和61年までの全域毛癌495例
のうち妊娠性絨毛癌を除いた292例の同期間の全剖
検422630例に対する頻度は0．060％であり，妊娠
とは関係のない男性絨毛癌の1・II期の合計141例
の同期間男性全剖検241721例に対する頻度
0．058％と近似していた．
　6．奇形腫性絨毛癌の性差（集計B，C，　D）
　昭和49年から昭和61年までの睾丸または卵巣を
原発部位とする絨毛癌のそれぞれの合計は，睾丸
49例，卵巣30例であり，同期間の男性の全剖検
257459例に対する睾丸を原発部位とする絨毛癌の
頻度は0．019％，女性の全剖検162885例に対する
卵巣を原発部位とする絨毛癌の頻度は0．018％であ
って，両者に近似していた．原発部位睾丸と卵巣を
もって男女の奇形腫性絨毛癌を代表するものとすれ
ば，奇形腫性絨毛癌は頻度において明らかな性差は
ないものと推測された．
IV．考 察
　本研究は昭和40年から昭和61年までの21年間
の絨毛癌剖検例について日本病理剖検輯報を資料と
して全国的規模での統計的観察を行ったものであ
る．なお昭和62年の日本病理剖検輯報所載の剖検
総数39589は同年度の国民の総死亡数の5．3％であ
り4），剖検統計は症例数からみてもわが国の総死亡
の状態をそのまま反映しているとはいえないが，同
年度の剖検実施施設の全死亡に対する剖検率は
26．7％であり4），より精細な病像の把握の上に立っ
ての，現在最も信頼に値するとされる最終的診断に
基づいている剖検統計5）は主要疾病の実態解明の手
段として大きな意義を有するものと考えられる．
　絨毛癌は現在絨毛性疾患取扱い規約6）において妊
娠絨毛癌，非妊娠性絨毛癌及び分類不能の絨毛癌に
分けられているが，本質的には妊娠性と非妊娠性の
2種類に大別される．近年絨毛癌は罹患率が低下
し，減少の趨勢にあるといわれているが7），これを
剖検例についてみると，上述のすべてを含む全絨毛
癌の剖検数は減少の傾向にあり，特に各年度の対全
剖検頻度は明らかな逐年的低下を示していた．さら
に検索期間を前・後期に分け，性別によって比較す
ると，全絨毛癌症例の平均年間数及び対全剖検頻度
は共に男性ではほとんど変動がなく，女性では後期
で著しく減少，低下を示していた．即ち全絨毛癌に
おける逐年的頻度の低下の主因は女性絨毛癌症例の
減少であることが確められた．
　絨毛癌症例を5歳毎の年齢階級別でみると，症例
の百分率分布パターンは前後期の対比において，女
性絨毛癌では，そのほとんどが妊娠性である胎盤等
原発絨毛癌にみられる，特に性成熟期に集中的に分
布する特異的パターンへの類似から平坦化して，妊
（5）
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　　　　表5　絨毛癌原発部位の年次的推移
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昭和49年～52年 昭和53年～56年 昭和57年～61年 昭和49年～61年
原　発　部　位 症例数
i年平均） 百分率
症例数
i年平均） 百分率
症例数
i年平均） 百分率
症例数
i年平均） 百分率
胎　　盤　　等 　44i11．00） 32．35 　25i6．25） 15．24 　33i6．60） 20．62
102
i7．85） 22．！7
子　　　　　宮 　39i9．75） 28．68 　44i11．00） 26．83 　18i3．60） 11．25
101
i7．76） 21．96
他女性性器 　1i0．25） 0．74 　2i0．50） 122 　1i0．20） 0．63 　4i0．31） 0．87
腹　　　　　膜 0 　1i0．25） 0．61 0 　1i0．08） 0．22
計 　84i21．00） 6L77　72i18．00） 43．90 　52i10．40） 32．50 208i16．00） 45．22
卵　　　　　巣 　7i1．75） 5．15 　14i3．50） 8．54 　9i1．80） 5．63 　30i2．31） 6．52
睾　　　　丸 　10i2．50） 7．35 　19i4．75） 11．59 　20i4．00） 12．50 　49i3．77） 10．65
他男性性器 　1i025） 0．74 　3i0．75）
0 　4i0．31） 0．87
縦隔・胸腺 　1i1．75） 5．15 　2i0．50） 1．22 　！1i2．20） 6．88 　20i1．54） 4．35
後腹膜・仙尾骨 　2i0．50） 1．47 　5i1．25） 3．05 　10i2．00） 6．25 　17i1．31） 3．70
中枢神経系i脳・脊髄・松果体） 0 　9i2．25） 　14i2．80） 8．75 　23i1，77） 5．00
膀　　　　　胱 　1i025） 0．74 　2i0．50） 1．22 　4i0．80） 2．50 　7i0．54） 1．52
計 　28i7．00） 20．59 　54i13．50） 32．93 　68i13．60） 42．50
150
i11．54） 32．61
内分泌臓器 　1i0．25） 0．74 　4i1．00） 2．44 0 　5i0．38） 1．09
呼　吸　器　系 　10i2，50） 7．35 　8i2．00） 4．88 　9i1．80） 5．63 　27i2．08） 5．87
消　　化　　管 　4i1．00） 2．94 　5i1．25） 2．44 　17i3．40） 10．68 　26i1．92） 5．65
肝 0 　1i0．25） 0．61 　2i0．40） 1．25 　3i023） 0．65
膵 0 　1i0．25） 0 　1i0．08） 0．22
不　　明　　等 　9i2．25） 6．62 　19i4．75） 11．59 　12i2．40） 7．50 　40i3．08） 8．70
合　　　　計 136i34．00）100．00
164
i41．00）100．00
160
i32．00）100．00
460
i35．38） 100．00
娠とは全く関係のない男性絨毛癌の高原状に近いパ
ターンへ接近する傾向が認められた．女性に特有な
妊娠性絨毛癌の減少によると考えられた．また女性
の高齢側ピークの上昇は，高齢妊娠性絨毛癌への注
目8）を支持するものと思われた．40歳以上の高齢
絨毛癌に関しては，胞状奇胎の絨毛癌への続発性変
化率が高く，先行妊娠から腫瘍発見までの期間が長
く，加えて転移も高率で予後不良例が相対的に多
い9）といわれ，重視されている．さらに男女共に認
められた症例分布の高齢側への移動は悪性腫瘍剖検
例における一般的傾向と一致するものであり，治療
による延命効果等もこれに関わるであろうと思われ
た．
　年齢階級別対自剖検定頻度では，前後期の対比に
（6）
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おいて女性のパターンの男性のパターンへの接近傾
向は，百分率分布におけるよりもさらに明瞭であっ
た．また頻度のピークは症例の分布とは異なって男
女共に若年側へ向って20歳代前半まで移動してい
た．若年域における全剖検数の減少が大きな要因と
なっているものと思われた．非妊娠性絨毛癌である
男性絨毛癌の年齢階級別対全剖検頻度のパターン
は，症例が50歳未満に集中し，20歳前半をピーク
とする．絨毛癌を除外した胚細胞悪性腫瘍のそれと
類似していた非妊娠性絨毛癌はさらに胚細胞由来の
腫瘍10）に属する奇形腫性絨毛癌と他癌の異常分化
によるものとに分けられている6）が，上述の結果は
奇形腫性絨毛癌が非妊娠性絨毛癌の主体となってい
ることを示すものと考えられた．非妊娠性絨毛癌は
従来罹患率の上からまれなものとされ7），絨毛癌と
しては主として性成熟期における妊娠性のものに目
が向けられて来たが，剖検頻度からみて今後奇形腫
性絨毛癌は，特に若年域において死因として重視さ
るべきものと思われた．
　原発部位別の観察においても，年次的に子宮絨毛
癌，子宮外妊娠によると考えられる子宮外絨毛癌及
び胎盤絨毛癌を包括する妊娠性絨毛癌6）の全絨毛癌
に対する割合は低下し，胚細胞腫瘍の好発部位であ
る睾丸，卵巣，正中線臓器・組織等11・12）を原発部位
とする奇形腫性と思われる絨毛癌の割合が上昇を示
しており，上述の結果と一致するものであった．ま
た妊娠性のものを除いた絨毛癌，さらには奇形腫性
絨毛癌においても頻度には明らかな性差のないこと
が推測された．なお他癌の分化異常によるものにつ
いては悪性絨毛上皮腫と腺癌の併存した胃癌13）の
報告等からも推察されるように，消化器系，呼吸器
系等一般に癌腫の多い臓器においてみられるものと
思われるが，原発部位分類においてこれら臓器を原
発部位としている絨毛癌については，真の原発部位
であるかどうかを含めてその由来の判断は困難であ
り，本検討において分化異常によるものの実態につ
いてはうかがうことはできなかった．
　以上より明らかなように絨毛癌の減少はほとんど
妊娠性絨毛癌の減少によるものであり，その主因は
絨毛癌への高危険群である胞状奇胎の適正管理によ
る罹患率の低下乃至早期発見7）と共に肝癌化学療法
による治療率の著しい上昇3）によるものと考えられ
ている．しかし一方，罹患個体である以外の父方の
遺伝的要素を有する特殊な性格の腫瘍である妊娠性
絨毛癌2・14）とは遺伝的要素において異なると考えら
れる非妊娠性絨毛癌は現在なお予後不良3）とされて
いるが，本検討における非妊娠性絨毛癌の相対的増
加はそれを裏付けている．今後の非妊娠性絨毛癌へ
の対応の考究の重要性を示唆するものである．
V．結 語
　近年の我が国における絨毛癌剖検例について統計
的検：討を行い，頻度の逐年的低下を確認し，性・年
齢に関する解析によって女性における妊娠性絨毛癌
の減少がその主因であることを明らかにした．さら
に絨毛癌において今後非妊娠性絨毛癌，特に若年域
の奇形腫性絨毛癌，また妊娠性のものでは高齢絨毛
癌が重視されるであろうことを示唆した．
　本研究は東京医大がん研究事業団の研究助金によ
るものであり，謝意を表する．
　本論文の要旨は第123回東京医科大学医学会春季
総会において発表した．
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